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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
　経常収支比率全体としては、類似団体平均を上回ってはいるが、県市町村平均を下回っており、昨年度よりも0.6ポイント減少している。これは、経常
一般財源の税収額が減となっているものの、経常経費充当一般財源がわずかに減少したことと、臨時財政対策債が大幅に増加したためであるが､引
き続き､事務事業の再編・整理、公共施設の廃止・統合などについて検討するなど、経常経費の節減に努め、経常収支比率の抑制を図る必要がある。
　人件費に係る比率は、昨年度より0.9ポイント減少したものの、いまだ類似団体平均を上回っている。これは、人件費及び人件費に準ずる費用の人口
１人当たりの決算額、ラスパイレス指数及び職員数はいずれも類似団体平均を下回っているため、経常収支比率の分母となる経常一般財源総額が低
いことが要因である。給与水準については今後も適正な判断をしつつ、経常一般財源の適正化による経常収支比率の改善を図っていく。
　物件費に係る比率が、全国市町村平均、県市町村平均をともに大きく上回っているものの、昨年度に比べると2.3ポイントの減となり、、類似団体内に
おいてもわずかに順位を上げた。これは、他団体と比較してこれまでごみ処理関連の委託料が多かったものが、外部搬出を行うこととなった平成20年
度半ばより減となっていることが要因である。今後とも施設委託を含めた全ての委託業務等の物件費について委託内容及び金額の精査を行い、可能
な限り削減を実施していく。
　扶助費に係る比率は、類似団体平均を上回ることとなった。これは、人口１人当たり決算額は類似団体平均を下回る結果となっているので、人件費
に係る比率と同様、経常一般財源総額が低いことが要因であるが、資格審査及び助成医療費の適正化をすすめ、削減すべき対象がある場合には対
応していく。
　補助費等に係る比率は、類似団体平均、県市町村平均及び全国市町村平均をいずれも大きく下回っているが、今後も補助金交付対象団体について
補助対象としてふさわしい事業を行っているかなど明確な基準を設けて、見直しや廃止を行う。
　その他に係る比率が、類似団体平均を上回っているのは、繰出金の増加が主な要因である。特に昨年度から引き続き、後期高齢者医療事業会計と
介護保険事業会計ついて、赤字補てん的な繰出金が多額になっている。ただし、これは法定負担となっているため、事業会計での医療費や介護サー
ビス給付費等の適正化を行い、歳出抑制を図っていく。

【人件費及び人件費に準ずる費用】
　人口千人当たり職員数とラスパイレス指数がともに類似団体平均及び全国市町村平均より低いこともあり、人件費及び人件費に準ずる費用の人口
１人当たり決算額も低く抑えられている。引き続き、県内及び類似団体の給与水準、賃金単価等を見極めるとともに、職員や臨時雇用員等の資質の向
上及び生活の保障を図りながら給与の適正化に努める。

【公債費及び公債費に準ずる費用】
　過去からの起債抑制策により、公債費に準ずる費用を含めた人口１人当たりの決算額は類似団体平均を下回っており、また、経常収支比率の公債
費分も類似団体平均、県市町村平均及び全国市町村平均をいずれも大きく下回っているが、直近に行った大きな起債対象事業についての償還が今
後開始されるため、公債費についても大幅な増加が見込まれる。二宮町の財政力や財政構造の弾力性から考え、今後の投資事業についてはさらに
緊急性を考慮し優先順位をつけて行い、より一層の公債費の抑制に努める。

【普通建設事業費】
　平成17年度から引き続き、人口１人当たり決算額が類似団体平均を大きく下回っているが、平成21年度においては、（仮称）風致公園用地購入をは
じめとした大きな投資事業をいくつか行ったことにより、昨年度から大幅な増となっている。これは今年度に限ったものであり、財政状況の厳しい中、今
後予定されている事業も含め、緊急性・必要性の優先順位をはっきりと見極め、昨年度までの水準を維持するように努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,679,866 55,649 61,270 ▲ 9.2
賃金（物件費） 106,181 3,517 4,851 ▲ 27.5
一部事務組合負担金（補助費等） 7 0 7,222 ▲ 100.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 142 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 2 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 68,106 2,256 2,943 ▲ 23.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 24,803 822 1,257 ▲ 34.6
▲退職金 ▲ 151,099 ▲ 5,005 ▲ 6,426 ▲ 22.1
合計 1,727,864 57,239 71,261 ▲ 19.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.82 6.84 ▲ 0.02
ラスパイレス指数 95.1 96.5 ▲ 1.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

625,348 20,716 36,685 ▲ 43.5

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 14 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 286,865 9,503 10,622 ▲ 10.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 3,869 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,789 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 10 -

▲特定財源の額 - - ▲ 3,792 -
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 635,861 ▲ 21,064 ▲ 28,613 ▲ 26.4

合計 276,352 9,155 20,584 ▲ 55.5

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

667,836 21,799 9.2 42,971 ▲ 18.5 27.7

うち単独分 567,398 18,521 14.3 27,006 ▲ 24.8 39.1

729,559 24,007 10.1 41,759 ▲ 2.8 12.9

うち単独分 496,941 16,352 ▲ 11.7 25,833 ▲ 4.3 ▲ 7.4

612,497 20,306 ▲ 15.4 36,358 ▲ 12.9 ▲ 2.5

うち単独分 328,829 10,902 ▲ 33.3 21,039 ▲ 18.6 ▲ 14.7

585,072 19,418 ▲ 4.4 35,141 ▲ 3.3 ▲ 1.1

うち単独分 476,312 15,809 45.0 20,483 ▲ 2.6 47.6

700,684 23,211 19.5 47,258 34.5 ▲ 15.0

うち単独分 601,011 19,910 25.9 27,842 35.9 ▲ 10.0

過去５年間平均 659,130 21,748 3.8 40,697 ▲ 0.6 4.4

うち単独分 494,098 16,299 8.0 24,441 ▲ 2.9 10.9
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当該団体値 類似団体平均値
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